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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

(1）連結経営指標等      

売上高 (千円) 12,029,367 10,055,509 9,278,929 23,976,263 20,175,952

経常利益又は経常
損失（△） 

(千円) △ 79,422 △34,275 44,211 △282,614 100,778

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

(千円) △ 139,202 △449,862 8,927 △664,042 △393,577

純資産額 (千円) 1,168,102 588,011 643,417 660,309 645,280

総資産額 (千円) 5,196,203 4,172,283 3,863,582 4,724,307 3,812,363

１株当たり純資産
額 

（円） 100.94 46.04 50.38 57.07 50.52

１株当たり中間純
利益金額又は１株
当たり中間（当
期）純損失金額
（△） 

（円） △ 12.03 △38.10 0.70 △57.38 △32.04

自己資本比率 （％） 22.5 14.1 16.7 14.0 16.9

営業活動によるキ
ャッシュ・フロー 

(千円) △ 217,029 396,076 178,400 △199,067 651,789

投資活動によるキ
ャッシュ・フロー 

(千円) △ 119,041 △24,536 △13,458 △144,619 △38,415

財務活動によるキ
ャッシュ・フロー 

(千円) △ 500,296 379,575 △96,394 △500,421 179,546

現金及び現金同等
物の中間期末（期
末）残高 

(千円) 486,678 1,230,052 1,339,844 478,937 1,271,857

従業員数 
［外、平均臨時雇
用者数］ 

（人） 
810 

（ 826）
699

（   658）
607

（    632）
757 

（   803）
629

（    652）



 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第22期中間期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

 

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期 

会計期間 

自平成17年 
３月１日 

至平成17年 
８月31日 

自平成18年
３月１日 

至平成18年 
８月31日 

自平成19年
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 

至平成18年 
２月28日 

自平成18年 
３月１日 

至平成19年 
２月28日 

(2)提出会社の経営指標等    

売上高 (千円) 11,487,009 9,896,288 9,135,308 23,127,261 19,872,613

経常利益又は経常
損失（△） 

(千円) 1,693 15,571 △817 △136,847 97,444

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

(千円) △ 200,102 △392,631 7,135 △727,066 △391,900

資本金 (千円) 749,031 941,031 941,031 749,031 941,031

発行済株式総数 （株） 11,579,280 12,779,280 12,779,280 11,579,200 12,779,280

純資産額 (千円) 1,178,520 653,535 651,774 668,692 655,250

総資産額 (千円) 4,720,269 3,890,796 3,529,134 4,274,083 3,499,225

１株当たり純資産
額 

（円） 101.84 51.17 51.03 57.79 51.30

１株当たり中間純
利益金額又は１株
当たり中間（当
期）純損失金額
（△） 

（円） △ 17.29 △33.25 0.56 △62.83 △31.90

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） 25.0 16.8 18.5 15.6 18.7

従業員数 
［外、平均臨時雇
用者数］ 

（人） 
797 

（ 769）
693

（  630）
604

（    611）
746 

（   749）
624

（    623）



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、関係会社の状況を除き

重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、当社グループは平成19年８月31日まで当社（株式会社魚喜）及び子会社２社（株式会社ビッグ

パワー及び株式会社本郷志乃田）により構成されており、鮮魚販売、外食業（レストラン、回転寿司）の経営、不動産賃貸管

理、事務代行業務を主たる業務としておりましたが、子会社のうち株式会社本郷志乃田につきまして、平成18年５月に同社の

「マルキ横須賀店」の自主閉店の後、現在に至るまで営業休止状態にあり、同社に相応しい新規事業も見当たらないことから、

平成19年８月20日の臨時株主総会の決議により、平成19年８月31日付をもって解散しました。 

  

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成19年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

鮮魚事業 559( 463） 

飲食関連事業 48( 169） 

合計 607( 632） 

  平成19年８月31日現在

従業員数（人） 604（ 611） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

    当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善とともに、設備投資の増加と雇用・所得環境の改善により、景

気は穏やかな回復基調で推移いたしました。一方、米国のサブプライムローン問題の波及懸念や原油価格の高騰、個人消費の

伸び悩み等があり、依然として厳しい状況が続いております。 

    当社グループの中核となる生鮮食品小売業界におきましては、地球温暖化の影響による長雨や記録的な猛暑等の天候不順の

影響に加え、外国産の食品の安全性に関する問題等があり、鮮魚への個人消費が低迷し、一段と厳しい状況で推移いたしまし

た。 

   このような状況において、当社グループの売上高は、従前より収益構造の転換を図るべく不採算店の撤退を進めてまいりま

したが、前連結会計年度の鮮魚10店舗の退店、５店舗の出店に続き、当中間連結会計期間におきましては鮮魚４店舗の退店、

１店舗の出店を実施したこと並びに外国産うなぎの安全性に関わる問題に起因した土用の丑の日関連商戦の低迷等の影響もあ

り、前年同期に比べ７億７千６百万円減少し、92億７千８百万円（前年同期比7.7％減）となりました。 

その一方で、売上総利益率の改善と前連結会計年度からの退店による経費負担の軽減により人件費、減価償却費等を中心に

販売費及び一般管理費が前年同期４億３千万円減少し、経常利益は４千４百万円（前年同期は３千４百万円の経常損失）とな

りました。 

また、当中間連結会計期間においての固定資産の減損損失８百万円を含め１千６百万円の特別損失を計上したことから、中

間純利益は８百万円（前年同期は４億４千９百万円の中間純損失）となりました。 

   これを事業の種類別セグメントで見ますと業績は次のとおりであります。 

   鮮魚事業の売上高は、天候不順や不採算店の撤退、外国産うなぎの安全問題等による影響もあり、84億５千１百万円（前年

同期比8.5％減）となりました。また営業利益は、前年同期比14.9%減少し２億３千１百万円となりました。 

   飲食関連事業の売上高は、８億２千７百万円（前年同期比1.1％増）となり、営業利益は、１億１千万円（前年同期は９百万

円の営業利益）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

     当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローが１億７千８百万円増加、また

投資活動によるキャッシュ・フローが１千３百万円減少、財務活動によるキャッシュ・フローが９千６百万円減少したこと

により、当中間連結会計期間末には前連結会計年度末に比べ６千７百万円増加し、13億３千９百万円となりました。 

    当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

   ［営業活動によるキャッシュ・フロー］ 

     営業活動の結果、１億７千８百万円の資金が増加（前年同期は３億９千６百万円の増加）いたしました。 

 これは主に、売上債権の増加がありましたが、その一方で税金等調整前中間純利益の増加、並びに、その他資産の減少と

減損損失の減少があったことによるものであります。 

   ［投資活動によるキャッシュ・フロー］ 

     投資活動の結果、１千３百万円の資金が減少（前年同期は２千４百万円の減少）いたしました。これは主に、敷金保証金

の返還による収入があったものの、有形固定資産の取得による支出があったことによるものであります。なお、当中間連結

会計期間より、前連結会計年度までは営業活動によるキャッシュ・フローに区分しておりました敷金保証金の入出金を投資

活動によるキャッシュ・フローに区分しております。 

   ［財務活動によるキャッシュ・フロー］ 

     財務活動の結果、９千６百万円の資金が減少（前年同期は３億７千９百万円の増加）いたしました。これは主に、長期借

入金返済による支出があったことによるものであります。 

   

    上記の業績等の概況に記載のとおり、当社グループは継続的に営業利益を計上し経常利益及び当期純利益も計上できる体制

となったことから利益体質への転換が図かれたと判断し、「継続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に

つきましては解消いたしました。 

 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．鮮魚事業の仕入高は、生魚、冷凍品、塩干品等であります。 

２．飲食関連事業の仕入高は、デベロッパー事業における商品仕入、及び飲食事業における食材仕入であります。 

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① セグメント別販売実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

鮮魚事業 4,984,227 91.47 

飲食関連事業 392,829 106.20 

合計 5,377,056 92.41 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

鮮魚事業 8,451,789 91.49 

飲食関連事業 827,140 101.12 

合計 9,278,929 92.28 



② 地域別販売実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

地域別 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

売上高（千円） 構成比（％） 前年同期比（％） 

  神奈川県 2,911,938 31.38 97.83 

    横浜市 1,502,567 16.19 92.58 

    旭区 231,000 2.49 99.35 

    磯子区 75,000 0.81 101.80 

    金沢区 164,475 1.77 64.19 

    港北区 133,986 1.44 85.27 

    戸塚区 425,488 4.59 100.67 

    中区 225,598 2.43 102.57 

    西区 182,100 1.96 98.73 

    南区 64,916 0.70 85.04 

    川崎市 385,084 4.15 93.06 

    麻生区 170,375 1.84 97.37 

    川崎区 214,709 2.31 89.91 

    藤沢市 738,154 7.96 101.85 

    横須賀市 193,003 2.08 89.78 

    平塚市 93,128 1.00 － 

千葉県 247,608 2.67 68.67 

  埼玉県 37,482 0.40 24.66 

東京都 1,380,513 14.88 96.41 

  静岡県 960,781 10.36 92.62 

  愛知県 741,331 7.99 97.24 

  岐阜県 277,218 2.99 115.34 

  石川県 159,165 1.72 96.27 

  京都府 63,270 0.68 25.28 

  奈良県 83,906 0.90 82.78 

  大阪府 741,276 7.99 84.06 

  兵庫県 718,491 7.74 98.75 

  香川県 60,619 0.65 95.14 

  徳島県 87,476 0.94 106.85 

  広島県 807,848 8.71 98.22 

合計 9,278,929 100.00 92.28 



３【対処すべき課題】 

(1)今後の当社グループの課題としましては、仕入と販売力の更なる向上、人材の育成及び食品衛生体制の充実を主として収益力

の拡大を目指すとともに、消費者に対する商品の安全性・信頼性の確保を重視し、上場企業としての社会的責任を十分に認識

した経営を確立していきたいと考えております。 

(2)具体的な課題といたしましては、 

第一に、更なる権限委譲を図りこれまでの企業文化を変革させ、「魚ビジネスのプロ集団」に体質を転換してまいりま

す。 

第二に、「お客様第一主義」を徹底し、「お客様が今、何を求めているのか」を追求し、そのための施策を実行してまい

ります。 

第三に、「安心・安全」はもとより、「新鮮・健康・本物・こだわり」を仕入の基本とし、季節性、地域性を重視した販

売品目、数量、価格を的確に捉え、計画性のある仕入に取組んでまいります。 

第四に、飲食事業における成長性・収益性をさらに向上させるために、人材の確保を含め事業の再構築を図り、飲食事業

基盤の強化に取組んでまいります。 

第五に、出店基準の見直しを図り、事業戦略に基づく出店に果敢に取組んでまいります。 

第六に、食品衛生面では、当社は本社及び関西事務所に食品衛生部を設置しており、店舗への指導と巡回を常時実施して

おりますが、今後も継続的に「安心できる食材の提供」を目指し、組織的な強化を図ってまいります。 

また、当社グループとしては、デベロッパー事業を展開する株式会社ビッグパワーの業績回復が、当面の最大の経営課題

となっておりましたが、従来からの懸案でありました梅田店の完全撤退が前連結会計年度に完了したことにより、抜本的な

収益構造の転換ができ、今後は黒字化が可能になりました。 

     今後、当社グループとして有効な相乗効果が発揮できる、連結を重視した企業集団としての経営に取り組んでまいりま

す。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

(1) 主要な設備の新設及び改修 

①当中間連結会計期間において新設した主要な設備は、次のとおりであります。 

  

    ②当中間連結会計期間において改修した主要な設備は、次のとおりであります。 

  

(2）主要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において除却した主要な設備は、次のとおりであります。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

  (1) 計画の重要な変更 

    当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備について重要な変更は次の通りであります。 

 新設 

 （注）１ 資金調達については、金融機関からの借入及び自己資金により充当する予定であります。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 開店月 

平成19年８月末 

帳簿価額 

(千円) 
備考 

当社 

神戸学園都市店 
兵庫県神戸市 鮮魚事業 店舗設備 平成19年８月 15,523 － 

合計 － － － － 15,523 － 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 改修月 

平成19年８月末 

帳簿価額 

(千円) 
備考 

当社 

二俣川店 
神奈川県横浜市 鮮魚事業 店舗設備 平成19年５月 11,630 － 

当社 

横浜松坂屋 
神奈川県横浜市 鮮魚事業 店舗設備 平成19年５月 21,631 － 

合計 － － － － 33,262 － 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 閉店月 

平成19年２月末 

帳簿価額 

(千円) 
備考 

当社 

稲毛海岸店 
千葉県千葉市 鮮魚事業 店舗設備 平成19年６月 4,563 － 

合計 － － － － 4,563 － 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定 

総額
（千円） 

既支払額
（千円） 

着手 完了 

当社 
中村橋店 

東京都練馬区 鮮魚事業 店舗設備 35,007 35,007 （注）１ 平成19年８月 平成19年９月

合計 － － － 35,007 35,007 － － － 



(2) 計画の完了 

    当中間連結会計期間において、前連結会計年度に計画中であった重要な設備の改修、除却について完了したものは、次の通

りであります。 

① 改修 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した改修のうち、平塚店（神奈川県平塚市）は平成19年４月19日

付で、湘南台店（神奈川県藤沢市）は平成19年４月24日付で改修済みであります。 

  

 ② 除去 

   当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した除去のうち、京都桂店（京都府京都市）は平成19年３月20日

付で、川口そごう店（埼玉県川口市）は平成19年４月18日付で、また、京都パレス店（京都府京都市）は平成19年４月20日

付で除去し閉店いたしました。 

  

(3）当中間連結会計期間末において計画した重要な設備の除却の計画は次のとおりであります。 

① 除却 

（注） 吉野町店及び綱島店の平成19年８月末の帳簿価格は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 閉店月 

平成19年８月末 

帳簿価額 

（千円） 

当社 
吉野町店 

神奈川県横浜市 鮮魚事業 店舗設備 平成19年10月 － 

当社 
柏そごう店 

千葉県柏市 鮮魚事業 店舗設備 平成19年10月 5,868 

当社 
綱島店 

神奈川県横浜市 鮮魚事業 店舗設備 平成19年11月 － 

合計 － － － － 5,868 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 26,000,000 

計 26,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年８月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年11月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 12,779,280 12,779,280
東京証券取引所市場第二
部 

－ 

計 12,779,280 12,779,280 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  
平成19年８月31日 

     
－ 12,779,280 － 941,031 － 1,029,015 



(5）【大株主の状況】 

 （注）所有株式数、所有株式数の割合ともに表示単位未満は切り捨てております。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。 

 

    平成19年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社フォー・エム 神奈川県藤沢市湘南台2-34-3 3,822 29.91 

有吉喜文 神奈川県藤沢市 1,958 15.32 

有吉和枝 神奈川県藤沢市 1,158 9.06 

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町1-1 481 3.76 

ＵＯＫＩ社員持株会 神奈川県藤沢市湘南台2-10-5 315 2.46 

福田次起 神奈川県横須賀市 170 1.33 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2-10 158 1.24 

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1 144 1.12 

小林 隆 和歌山県日高郡 63 0.49 

 有吉実保 神奈川県藤沢市 54 0.42 

 大庭美和 神奈川県藤沢市 54 0.42 

計 － 8,380 65.58 

  平成19年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   7,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,765,000 25,530 － 

単元未満株式 普通株式   7,280 － － 

発行済株式総数 12,779,280 － － 

総株主の議決権 － 25,530 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

    平成19年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社魚喜 
神奈川県藤沢市
湘南台2-10-5 

7,000 － 7,000 0.05

計 － 7,000 － 7,000 0.05

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 215 260 237 238 467 340 

最低（円） 164 193 203 201 243 251 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期

間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間連結財務

諸表及び当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間

監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金     1,230,052 1,339,844   1,271,857 

２．売掛金     805,527 746,796   680,388 

３．たな卸資産     132,310 95,903   93,402 

４．その他     167,734 137,285   142,215 

貸倒引当金     △762 △706   △654 

流動資産合計     2,334,861 56.0 2,319,123 60.0   2,187,209 57.4

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1）建物及び構築物   335,732   286,999 284,256  

(2）器具及び備品   305,340   241,061 245,968  

(3）その他   1,599   585 641  

有形固定資産合計     642,672 15.4 528,646 13.7   530,856 13.9

２．無形固定資産     116,936 2.8 80,921 2.1   99,149 2.6

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   154,494   106,491 133,569  

(2) 敷金保証金   867,876   788,240 819,548  

(3）その他   189,272   128,580 130,442  

貸倒引当金   △133,830   △88,422 △88,422  

投資その他の資産
合計 

    1,077,812 25.8 934,890 24.2   995,138 26.1

固定資産合計     1,837,421 44.0 1,544,458 40.0   1,625,153 42.6

資産合計     4,172,283 100.0 3,863,582 100.0   3,812,363 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金     781,054 681,064   617,511 

２．短期借入金     2,000,000 500,000   500,000 

３.一年以内返済予定
長期借入金 

    － 192,000   192,000 

４．未払金     205,134 225,194   193,609 

５．未払法人税等     34,639 30,176   49,835 

６．賞与引当金     65,876 91,752   50,211 

７．その他     218,438 236,344   194,722 

流動負債合計     3,305,143 79.2 1,956,531 50.6   1,797,890 47.2

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金     － 1,012,000   1,108,000 

２．預り保証金      245,451 225,785   227,235 

３．負ののれん     9,655 8,364   9,269 

４．その他     24,021 17,482   24,688 

固定負債合計     279,128 6.7 1,263,632 32.7   1,369,193 35.9

負債合計     3,584,271 85.9 3,220,164 83.3   3,167,083 83.1

           

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     941,031 22.5   941,031 24.3   941,031 24.6

２．資本剰余金     1,029,015 24.7   1,029,015 26.6   1,029,015 26.9

３．利益剰余金    △1,412,323 △33.9  △1,347,290 △34.8  △1,356,038 △35.5

４．自己株式     △5,097 △0.1   △5,097 △0.1   △5,097 △0.1

株主資本合計     552,625 13.2   617,658 16.0   608,910 16.0

Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評
価差額金 

    35,386 0.9 25,758 0.7   36,369 0.9

評価・換算差額等 
合計     35,386 0.9 25,758 0.7   36,369 0.9

純資産合計     588,011 14.1 643,417 16.7   645,280 16.9

負債純資産合計     4,172,283 100.0 3,863,582 100.0   3,812,363 100.0

           



②【中間連結損益計算書】 

  
 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,055,509 100.0 9,278,929 100.0   20,175,952 100.0

Ⅱ 売上原価     5,820,139 57.9 5,372,706 57.9   11,742,092 58.2

売上総利益     4,235,370 42.1 3,906,222 42.1   8,433,859 41.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

         

１．店舗使用料   1,049,910   895,923 2,026,595  

２．役員報酬   52,140   52,240 93,420  

３．給与手当   1,758,853   1,581,084 3,435,695  

４．賞与引当金繰入額   60,287   86,053 50,211  

５．その他   1,331,198 4,252,389 42.3 1,206,363 3,821,666 41.2 2,656,843 8,262,765 40.9

営業利益又は営業
損失(△) 

    △17,018 △0.2 84,556 0.9   171,094 0.8

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   1   107 179  

２．受取配当金   1,451   1,151 1,801  

３．賃貸料収入   360   － 560  

４．手数料収入   3,900   1,202 5,200  

５．保険解約益   6,310   － 6,310  

６．負ののれん償却額   －   904 －  

７．その他   3,261 15,284 0.2 2,811 6,178 0.1 5,833 19,883 0.1

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   25,510   32,609 61,357  

２．投資有価証券運用
損 

  3,866   9,033 24,361  

３．株式交付費   2,700   － 2,700  

４．その他   463 32,540 0.3 4,880 46,524 0.5 1,779 90,199 0.4

経常利益又は経常
損失(△) 

    △34,275 △0.3 44,211 0.5   100,778 0.5



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益          

１．固定資産売却益 ※１ 45   － 45  

２．貸倒引当金戻入益   17   － 1,824  

３．賞与引当金戻入益   28,735   － 28,735  

４．過年度法定福利費   6,501   － 6,501  

５．その他   － 35,300 0.3 16 16 0.0 6,960 44,068 0.2

Ⅶ 特別損失          

１．固定資産除却損 ※２ 11,760   4,757 13,139  

２．固定資産売却損 ※３ －   93 15  

３．店舗撤退損 ※４ 94,151   935 116,546  

４．会員権評価損   4,300   － 5,599  

５．リース解約損   －   2,778 －  

６．減損損失 ※５ 319,526   8,118 359,525  

７．その他   － 429,737 4.3 274 16,957 0.2 4,496 499,323 2.5

税金等調整前中間
純利益又は中間
（当期）純損失
（△） 

    △428,712 △4.3 27,269 0.3   △354,476 △1.8

法人税、住民税及
び事業税 

※６ 21,149   18,342 39,101  

法人税等調整額 ※６ － 21,149 0.2 － 18,342 0.2 △1 39,100 0.2

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    △449,862 △4.5 8,927 0.1   △393,577 △2.0

              



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年3月1日 至 平成18年8月31日） 

  

  

 

  株主資本

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年2月28日残高（千円） 749,031 838,215 △962,461 △5,097 619,687 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 192,000 190,800   382,800 

中間純損失   △449,862   △449,862 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

192,000 190,800 △449,862 － △67,062 

平成18年8月31日残高（千円） 941,031 1,029,015 △1,412,323 △5,097 552,625 

  評価・換算差額等
純資産合計

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年2月28日残高（千円） 40,711 40,711 660,399

中間連結会計期間中の変動額    

新株の発行   382,800

中間純損失   △449,862

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△5,324 △5,324 △5,324

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

△5,324 △5,324 △72,387

平成18年8月31日残高（千円） 35,386 35,386 588,011



当中間連結会計期間（自 平成19年3月1日 至 平成19年8月31日） 

  

  

 

  株主資本

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年2月28日残高（千円） 941,031 1,029,015 △1,356,038 △5,097 608,910 

中間連結会計期間中の変動額      

中間純利益   8,927   8,927 

連結除外に伴う変動額   △179   △179 

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

－ － 8,748 － 8,748 

平成19年8月31日残高（千円） 941,031 1,029,015 △1,347,290 △5,097 617,658 

  評価・換算差額等
純資産合計

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年2月28日残高（千円） 36,369 36,369 645,280

中間連結会計期間中の変動額    

中間純利益   8,927

連結除外に伴う変動額   △179

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額） 

△10,610 △10,610 △10,610

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

△10,610 △10,610 △1,862

平成19年8月31日残高（千円） 25,758 25,758 643,417



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年3月1日 至 平成19年2月28日） 

  

  

  

  株主資本

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年2月28日残高（千円） 749,031 838,215 △962,461 △5,097 619,687 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 192,000 190,800   382,800 

当期純損失   △393,577   △393,577 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

     

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

192,000 190,800 △393,577 － △10,777 

平成19年2月28日残高（千円） 941,031 1,029,015 △1,356,038 △5,097 608,910 

  評価・換算差額等
純資産合計

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年2月28日残高（千円） 40,711 40,711 660,399

連結会計年度中の変動額    

新株の発行   382,800

当期純損失   △393,577

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

△4,341 △4,341 △4,341

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△4,341 △4,341 △15,119

平成19年2月28日残高（千円） 36,369 36,369 645,280



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間純
利益又は中間（当
期）純損失（△） 

  △428,712 27,269 △354,476 

減価償却費   115,621 83,563 222,420 

減損損失   319,526 8,118 359,525 

負ののれん償却額   △386 △904 △772 

貸倒引当金の増加額 
（△：減少額） 

  △2,272 52 △1,745 

賞与引当金増加額 
（△：減少額） 

  △30,470 41,541 △46,135 

受取利息及び受取配
当金 

  △1,452 △1,259 △1,980 

支払利息   25,510 32,609 61,357 

固定資産売却益   △45 ― △45 

固定資産除却損   11,432 4,757 13,139 

固定資産売却損   ― 93 15 

店舗撤退損   29,776 935 116,546 

保険解約益   △6,310 ― △6,310 

株式交付費   2,700 ― 2,700 

会員権評価損   4,300 ― 5,599 

その他特別損失   ― ― 2,130 

投資有価証券運用損   3,866 9,033 24,361 

投資有価証券評価損   ― 232 2,080 

売上債権の減少額
（△：増加額） 

  17,823 △66,408 142,962 

たな卸資産の減少額
（△：増加額） 

  6,682 △2,501 45,590 

その他資産の減少額   467,750 3,962 537,290 



  
 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

仕入債務の増加額
（△：減少額） 

  11,780 63,552 △151,762 

未払消費税等の増加
額（△：減少額） 

  △31,393 28,603 △158,560 

その他負債の増加額 
（△：減少額） 

  △55,700 15,681 △39,379 

小計   460,026 248,935 774,552 

利息及び配当金の受
取額 

  1,452 1,259 1,980 

利息の支払額   △23,493 △32,646 △57,943 

法人税等の支払額   △41,909 △39,148 △66,799 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  396,076 178,400 651,789 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産取得に
よる支出 

  △33,983 △51,462 △60,379 

有形固定資産売却に
よる収入 

  12,227 9,894 17,512 

無形固定資産取得に
よる支出 

  △11,315 △4,017 △11,818 

敷金保証金の差入に
よる支出 

  ― △11,263 ― 

敷金保証金の返還に
よる収入 

  ― 42,570 ― 

保険金解約による収
入 

  7,874 ― 7,874 

会員権解約による収
入 

  ― ― 6,500 

貸付けによる支出   △601 △140 △1,488 

貸付金の回収による
収入 

  1,261 959 3,384 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △24,536 △13,458 △38,415 



  
  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

新株の発行による収
入 

  380,099 ― 380,099 

短期借入金の増減額 
（△：減少） 

  500,000 ― △1,000,000 

長期借入金による収
入 

  ― ― 1,300,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △500,000 △96,000 △500,000 

配当金の支払額   △524 △394 △553 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  379,575 △96,394 179,546 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

  751,115 68,547 792,920 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  478,937 1,271,857 478,937 

Ⅵ 連結除外に伴う現金及
び現金同等物の減少額 

  ― △560 ― 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  1,230,052 1,339,844 1,271,857 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 当社グループは、平成16年2月期以降3連結

会計年度及び当中間連結会計期間連続して重

要な営業損失を継続して計上しており、当該

状況から、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。 

 当社グループは、期初に策定しました「平

成18年度事業計画」を新体制の基に見直し

「平成19年2月期利益改善計画」に着手しま

した。①経営体制刷新と組織変更の実施②商

材の仕入コストの引き下げ③包装資材費の低

減④物流センターの機能点検と経費削減⑤店

舗要員等の適正化による人件費削減⑥配送形

態の変更による経費削減に取り組んでまいり

ました。具体的な内容として①については、

経営体制刷新に基づき、平成18年8月1日付

で、地域密着型の営業体制の推進と、仕入か

ら販売までのマーチャンダイジング機能の一

貫性を図り、本社機能の生産性を改善する中

で体制のスリム化を図ることにより、それに

対応した営業推進、経営戦略等のより一層の

充実を目的として組織変更を行いました。ま

た、上記②から⑥に関しては、早期に利益改

善効果が見込まれる具体的項目を全社的、部

署横断的に平成18年6月より順次実施するこ

とにより、確実に改善効果が出てきておりま

す。 

 その結果、当中間連結会計期間におきまし

ては、17百万円の営業損失ではありますが、

従来より懸案でありました、連結子会社であ

る㈱ビッグパワーの梅田店の完全撤退が完了

したことにより、抜本的な収益構造の転換が

でき、今後は黒字化が可能になりました。こ

れを受け、通期におきましては、営業利益を

達成する見込みであり、営業赤字体質からの

脱却が図れるものと判断しております。 

 資金面におきましては、平成18年7月には

株式の第三者割当増資が実行され3億8千2百

万円の資本増強がなされました。主力取引金

融機関には、現行取引の維持継続の同意をい

ただいておりますが、利益体質への転換に

は、金利負担の軽減にも取り組んでいく必要

があることから、今後は有利子負債の低減も

検討してまいります。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、上記のような重要な疑義の

影響を中間連結財務諸表には反映しておりま

せん。 

   

────────── 

 当社グループは、前連結会計年度まで３期

連続して営業損失を計上しておりました。当

連結会計年度は営業利益を計上することがで

きましたが、「固定資産の減損に係る会計基

準」の適用に伴い359百万円の減損損失を計

上したことにより、前連結会計年度より270

百万円改善されたものの、393百万円の当期

純損失となりました。当該状況から、継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

このような状況の中、経営体制刷新と業績

回復に向けた体制のスリム化と、それに対応

した営業推進、経営戦略等の充実を図るため

の組織変更を実施し、「平成19年２月期利益

改善計画」に着手いたしました。①経営体制

刷新と組織変更の実施②商材の仕入コストの

引き下げ③包装資材費の低減④物流センター

の機能点検と経費削減⑤店舗要員等の適正化

による人件費削減⑥配送形態の変更による経

費削減に積極的に取り組んでまいりました。

さらに、連結子会社である㈱ビッグパワー

が、抜本的な収益構造への転換を図ることが

できました。その結果、前連結会計年度244

百万円の営業損失、282百万円の経常損失

が、当連結会計年度では、171百万円の営業

利益、100百万円の経常利益を計上すること

ができました。 

このように当連結会計年度が営業利益、経

常利益を達成したことから、営業赤字体質か

らの脱却が図られたものと判断しております

が、当該疑義を抱かせる事象、または状況の

解消に尚一層の取り組み強化を図ってまいり

ます。 

翌連結会計年度以降も引き続き上記施策を

推進し、さらに営業力を強化することによ

り、継続して安定的に営業利益、経常利益、

当期純利益を計上できるよう黒字体質への転

換に取り組んでまいります。 

資金面におきましては、平成18年７月に株

式の第三者割当増資が実行され382百万円の

資本増強がなされました。また、主力取引金

融機関には、現行取引の継続維持の同意をい

ただいておりますが、利益体質の強化のため

にも金利負担の軽減も必要なことから、有利

子負債の圧縮に取り組んでおります。 

したがって、継続企業の前提に関する重要

な疑義は解消されるものと判断しておりま

す。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響

を連結財務諸表には反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ２社 連結子会社の数 １社 連結子会社の数 ２社 

  連結子会社は㈱ビッグパワー、

㈱本郷志乃田であります。 

 連結子会社は㈱ビッグパワーで

あります。 

 前連結会計年度まで連結子会社

であった㈱本郷志乃田は、解散に

より連結の範囲から除外しており

ます。なお、平成19年８月20日付

で解散決議を行なったことから当

中間連結会計期間は、損益計算書

のみ連結しております。 

 連結子会社は㈱ビッグパワー、

㈱本郷志乃田であります。 

        

２．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

同左  すべての連結子会社の事業年度

末日と連結決算日は一致しており

ます。 

３．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

(イ）有価証券 (イ）有価証券 (イ）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  同左 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 

同左 同左 

        

  (ロ）たな卸資産 (ロ）たな卸資産 (ロ）たな卸資産 

  商品 商品 商品 

  本部商材 本部商材 本部商材 

  移動平均原価法による

原価法 

同左 同左 

  店舗商材 店舗商材 店舗商材 

  最終仕入原価法による

原価法 

同左 同左 

   ただし、店舗におけ

る本部商材について

は、倉庫からの最終払

出原価により評価して

おります。 

    

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原

価法 

同左 同左 



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

(イ）有形固定資産 （イ）有形固定資産 

  

(イ）有形固定資産 

定率法      同左  同左 

   ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

  

  

  

  

  
  

建物及び構築物 ３～47年

車両運搬具 ４年

器具及び備品 ２～10年

  

        

  (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 

   自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

  

同左 

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  (ハ）長期前払費用 (ハ）長期前払費用 (ハ）長期前払費用 

  均等償却 同左 同左 

        

(3）重要な引当金の計上基

準 

(イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率を基礎とした

将来の貸倒見込率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき

当中間連結会計期間負担額を

計上しております。 

同左 

  

  

 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき

当連結会計年度の負担額を計

上しております。 



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

(イ) ヘッジ会計の方法    ─────── (イ) ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについて

は、特例処理を採用しており

ます。 

     特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特

例処理を採用しております 

  (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象   (ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段‥金利スワップ     ヘッジ手段‥金利スワップ 

    ヘッジ対象‥借入金の利息     ヘッジ対象‥借入金の利息 

  (ハ) ヘッジ方針   (ハ) ヘッジ方針 

     当社所定の社内手続を行っ

た上で、借入金利息の金利変

動リスクを回避する目的によ

り、金利スワップを利用して

おります。 

     当社所定の社内手続を行った

上で、借入金利息の金利変動リ

スクを回避する目的により、金

利スワップを利用しておりま

す。 

  (ニ) ヘッジの有効性評価の方法   (ニ) ヘッジの有効性評価の方法 

     金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため、有

効性の評価を省略しておりま

す。 

 なお、中間連結会計期間末

時点で残高はありません。 

   金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、有効性

の評価を省略しております。 

 なお、当連結会計年度末時点

で残高はありません。 

(6）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

(イ）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(イ）消費税等の会計処理 

同左 

(イ）消費税等の会計処理 

同左 

４．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
 

前中連結間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しています。 

 これにより、営業損失及び経常損失が

34,390千円減少し、税金等調整前中間純損失

が285,135千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、各

資産の金額から直接控除しております。 

   当連結会計年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

が適用される指針を適用しています。 

 これにより、営業損失及び経常損失が

69,692千円減少し、税金等調整前当期純損失

が289,833千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、各

資産の金額から直接控除しております。 

      

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

588,011千円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月9日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月9日）が適用される指針を

適用しております。 

 これによる従来の資本の部の合計に相当す

る金額は645,280千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

  

  

────────── （有形固定資産の減価償却の方法） ────────── 

  当中間連結会計期間から、法人税法の改

正（（所得税法等の一部を改正する法律 

平成19年3月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令 平成19

年3月30日 政令第83号））に伴い、平成19

年4月1日以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

  



  

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成19年２月28日） 

  

────────── 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書の記載

区分） 

  

────────── 

   「敷金保証金の増加額」（前中間連結会計

期間65千円）及び「敷金保証金の減少額」

（前中間連結会計期間691,518千円）は、従

来、営業活動によるキャッシュ・フローの

「その他資産の増減額」に含めて純額で計

上しておりましたが、当中間連結会計期間

より投資活動によるキャッシュ・フローに

総額で計上することに変更しました。 

  

   この変更は、前連結会計年度に、不動産

賃貸管理事業を主たる営業目的とする連結

子会社㈱ビッグパワーにおいて重要な賃借

物件を解約したことを契機として、連結グ

ループ全体として不動産賃貸管理事業の重

要性が低くなり、かつ、今後は鮮魚事業で

の出退店に係る敷金保証金の受払いが主と

なることから、その取扱について見直した

結果、キャッシュ・フローのより一層の適

正化及び明確化を図るため、投資活動の一

部として表示するものであります。 

 この変更により、従来の方法の方法と比

較して「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」が31,307千円減少し、「投資活動によ

るキャッシュ・フロー」が同額増加してお

ります。 

  

      



表示方法の変更 

  

 

前中間連結会計期間
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

（中間連結貸借対照表）   

  中間連結財務諸表規則の改正に伴い、区分掲記しておりました

「連結調整勘定」は、当中間連結会計期間から「負ののれん」と表

示しております。 

  

────────── 

  （中間連結損益計算書） 

──────────  「負ののれん償却額」は、前中間連結会計期間まで、営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間における「負ののれん償却額」の金額

は386千円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）   

 前中間連結会計期間まで「短期借入れによる収入」および「短期

借入金返済による支出」について区分掲記しておりましたが、短期

借入金については、期間が短く、かつ、回転が速い項目であるた

め、当中間連結会計期間より「短期借入金の増減額」として純額表

示しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「短期借入れによる収入」は

7,500,000千円、「短期借入金返済による支出」は7,000,000千円で

あります。 

────────── 



追加情報 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────────── 「継続企業の前提に関する重要な疑義を抱か

せる事象又は状況」の解消について 

  

────────── 

   当社グループは、前々連結会計年度まで

３期連続して営業損失を計上しておりまし

た。 

 前連結会計年度は営業利益を計上するこ

とができましたが、「固定資産の減損に係

る会計基準」の適用に伴い359百万円の減

損損失を計上したこと等により、393百万

円の当期純損失となりました。当該状況か

ら、当社グループは「継続企業の前提に関

する重要な疑義を抱かせる事象又は状況」

が存在しておりました。 

 当社グループといたしましては、利益体

質への転換を図るため①経営体制刷新と組

織変更②商材の仕入コストの引き下げ③包

装資材の低減④物流センターの機能検討と

経費削減⑤店舗要員等の適正化による人件

費の削減⑥配送形態の変更による経費削減

を実行し、利益体質への改善を推進してま

いりました。さらに、連結子会社である㈱

ビッグパワーは、抜本的な対策により収益

体質への転換を図ることができました。そ

の結果、当中間連結会計期間での営業利益

は84百万円となり、前連結会計年度から継

続して営業利益を計上することができまし

た。これにより当社グループの収益構造は

利益体質への転換が達成されたものと考え

ており、当中間連結会計期間において「継

続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせ

る事象又は状況」は解消したと判断してお

ります。 

  従いまして、前連結会計年度の連結財務諸

表に注記しておりました「継続企業の前提に

関する重要な疑義を抱かせる事象又は状況」

に関する注記につきましては、当中間連結会

計期間における中間連結財務諸表には注記し

ておりません。 

  

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間末
（平成19年８月31日） 

前連結会計年度末 
（平成19年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

1,923,504千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

1,896,688千円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

1,955,082千円であります。 

２．当座貸越契約 ２．当座貸越契約 ２．当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行１行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行 行と当座貸越契約を締

結しております。これら契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 
  

当座貸越極度額 2,000,000千円

借入実行残高 2,000,000千円

差引額 －千円

  
当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 －千円

当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 －千円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

※１．  ────────── ※１．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 
  

器具及び備品 45千円

計 45千円

  
器具及び備品 45千円

計 45千円

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※２．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 
  

  

建物 3,973千円

器具及び備品 7,786千円

計 11,760千円

  
建物 2,202千円

器具及び備品 2,318千円

その他 236千円

計 4,757千円
  

建物 3,973千円

器具及び備品 9,165千円

計 13,139千円

※３  ────────── 
  

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

  
  

  

器具及び備品 93千円

計 93千円

車両運搬具 6千円

器具及び備品 8千円

計 15千円

※４．店舗撤退損の内訳は次のとおりであり

ます。 

※４．店舗撤退損の内訳は次のとおりであり

ます。 

※４．店舗撤退損の内訳は次のとおりであり

ます。 
  

魚 喜 ８店舗計  70,496千円

ビッグパワー １店舗計  23,461千円

本郷志乃田 １店舗計   193千円

計  94,151千円

  

  

魚 喜 ７店舗他計   935千円

計 935千円

魚 喜 ９店舗他計92,891千円

ビッグパワー １店舗計  23,461千円

本郷志乃田 １店舗計    193千円

計 116,546千円



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 ※５．減損損失  ※５．減損損失  ※５．減損損失 

   当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

   当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

   当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 
  

用途 種類 地域 

店舗 建物 

器具及び備品 

長期前払費用 

関東地区 16店舗

東海地区  4店舗

中京地区  3店舗

関西地区 12店舗

中四国地区 4店舗

遊休資産 建物 

器具及び備品 

関東地区  2箇所

  

  
  当社グループは、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として店舗を基本単位と

して、また遊休資産については物件単位毎

にグルーピングしております。 

   理由として、営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスであることから、また、

遊休資産については今後の活用の目処がな

いことから帳簿価格を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失（8,118千円）

として特別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、器具及び備品5,682千円、

電話加入権2,436千円であります。 

   なお、当該資産グループの回収可能価額

は正味売却可能価額または使用価値によ

り測定しておりますが、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスであるため、割引

計算は行っておりません。 

用途 種類 地域 

店舗 器具及び備品

電話加入権 

関東地区 15店舗 

東海地区 5店舗 

中京地区 3店舗 

関西地区 8店舗 

中四国地区4店舗 

用途 種類 地域 

店舗 建物 

器具及び備品 

長期前払費用 

関東地区 17店舗

東海地区  4店舗

中京地区  3店舗

関西地区12店舗他

中四国地区 4店舗

遊休資産 建物 

器具及び備品 

関東地区  2箇所

  当社グループは、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として店舗を基本単位と

して、また遊休資産については物件単位毎

にグルーピングしております。 

   理由として、営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスであることから、また、

遊休資産については今後の活用の目処がな

いことから帳簿価格を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失（319,526千

円）として特別損失に計上いたしました。

 その内訳は、建物167,915千円、器具及

び備品145,703千円、長期前払費用5,907千

円であります。 

   なお、当該資産グループの回収可能価額

は正味売却可能価額または使用価値によ

り測定しており、正味売却可能価額は主

に減価償却計算によって用いられている

残存価値を基に、使用価値については将

来キャッシュ・フローを3.647％で割り引

いて算定しております。 

  当社グループは、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として店舗を基本単位と

して、また遊休資産については物件単位毎

にグルーピングしております。 

   理由として、営業活動から生ずる損益が

継続してマイナスであることから、また、

遊休資産については今後の活用の目処がな

いことから帳簿価格を回収可能額まで減額

し、当該減少額を減損損失（359,525千

円）として特別損失に計上いたしました。

 その内訳は、建物189,454千円、器具及

び備品161,349千円、長期前払費用8,721千

円であります。 

   なお、当該資産グループの回収可能価額

は正味売却可能価額または使用価値によ

り測定しており、正味売却可能価額は主

に減価償却計算によって用いられている

残存価値を基に、使用価値については将

来キャッシュ・フローを3.647％で割り引

いて算定しております。 

      

※６．当中間連結会計期間おける税金費用

につきましては、簡便法による税効果を適

用しているため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示して

おります。 

※６．    同左 ※６． ────────── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式数の増加1,200,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式  

 普通株式 （注） 11,579,280 1,200,000 － 12,779,280

合計 11,579,280 1,200,000 － 12,779,280

自己株式  

普通株式 7,359 － － 7,359

合計 7,359 － － 7,359

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式  

 普通株式  12,779,280 － － 12,779,280

合計 12,779,280 － － 12,779,280

自己株式  

普通株式 7,359 － － 7,359

合計 7,359 － － 7,359



前連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式数の増加1,200,000株は、第三者割当増資による新株の発行による増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

  
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式  

 普通株式 （注） 11,579,280 1,200,000 － 12,779,280

合計 11,579,280 1,200,000 － 12,779,280

自己株式  

普通株式 7,359 － － 7,359

合計 7,359 － － 7,359

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年８月31日現在） （平成19年８月31日現在） （平成19年２月28日現在） 
  
現金及び預金勘定 1,230,052千円 

現金及び現金同等物 1,230,052千円 

  
現金及び預金勘定 1,339,844千円 

現金及び現金同等物 1,339,844千円 

現金及び預金勘定 1,271,857千円 

現金及び現金同等物 1,271,857千円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 

53,827 25,416 28,411

合計 53,827 25,416 28,411

  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 

23,351 14,583 8,767

合計 23,351 14,583 8,767

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運
搬具 

42,328 24,679 17,649

合計 42,328 24,679 17,649

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 8,120千円

１年超 15,070千円

合計 23,190千円

  
１年内 3,595千円

１年超 2,005千円

合計 5,600千円

１年内 6,157千円

１年超 7,323千円

合計 13,480千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 
  

支払リース料 4,083千円

減価償却費相当額 4,150千円

支払利息相当額 431千円

  
支払リース料 2,034千円

減価償却費相当額 1,999千円

支払利息相当額 108千円

支払リース料 7,440千円

減価償却費相当額 7,517千円

支払利息相当額 727千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 

 （減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年８月31日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 56,973 116,377 59,403 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 56,973 116,377 59,403 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,032 

出資金（投資事業有限責任組合） 34,084 

合計 38,117 

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 54,893 98,135 43,241 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

合計 54,893 98,135 43,241 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 3,800 

出資金（投資事業有限責任組合） 4,556 

合計 8,356 



前連結会計年度末（平成19年２月28日現在） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、有価証券について4,035千円（その他有価証券で時価のある株式4,035千円）減損処理を行って

おります。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）及び前連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年

２月28日まで）において中間期末（期末）残高がないため、該当事項はありません。また、当中間連結会計期間（平成19年３

月１日から平成19年８月31日まで）においては、当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありま

せん。 

  

（ストックオプション等関係） 

 前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19

年８月31日まで）及び前連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）において、該当事項はありません。 

  

  

  取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 54,893 115,947 61,053 

(2)債券 ― ― ― 

(3)その他 ― ― ― 

合計 54,893 115,947 61,053 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 4,032 

出資金（投資事業有限責任組合） 13,589 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年３月１日 至平成18年８月31日） 

  

当中間連結会計期間（自平成19年３月１日 至平成19年８月31日） 

  

 

  
鮮魚事業 
（千円） 

飲食関連事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 9,237,507 818,002 10,055,509 ― 10,055,509

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

― 20,642 20,642 ( 20,642) ―

計 9,237,507 838,644 10,076,151 ( 20,642) 10,055,509

営業費用 8,965,219 829,090 9,794,310 278,218 10,072,528

営業利益又は営業損失（△） 272,287 9,553 281,841 ( 298,860) △17,018

  
鮮魚事業 
（千円） 

飲食関連事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 8,451,789 827,140 9,278,929 ― 9,278,929

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

194 20,679 20,873 (20,873) ―

計 8,451,983 847,819 9,299,802 (20,873) 9,278,929

営業費用 8,220,166 737,503 8,957,670 236,701 9,194,372

営業利益 231,816 110,315 342,132 (257,575) 84,556



前連結会計年度（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

（注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、形態別に区分しております。 

２．事業の主な商品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

４．会計処理の方法の変更 

（当中間連結会計期間） 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、平成19年４月１日以降に取得した有形固

定資産につきましては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

この変更に伴う各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成

19年８月31日まで）及び前連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）において、本邦以外の国又は地域

に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成

19年８月31日まで）及び前連結会計年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）において、海外売上高がないた

め、該当事項はありません。 

  

 

  
鮮魚事業 
（千円） 

飲食関連事業
（千円） 

計（千円）
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 18,558,873 1,617,078 20,175,952 ― 20,175,952

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

― 41,284 41,284 (41,284) ―

計 18,558,873 1,658,363 20,217,236 (41,284) 20,175,952

営業費用 17,901,806 1,562,681 19,464,487 540,370 20,004,857

営業利益 657,067 95,681 752,749 （581,654) 171,094

  事業区分 主要商品

  鮮魚事業 ウナギ長焼、有頭ブラックタイガー、中トロ、にぎりパック 

  飲食関連事業 回転寿司、レストラン、不動産賃貸管理、事務代行業務 

    
前中間連結会
計期間 

当中間連結会
計期間 

前連結会計年
度 

主な内容 

  
消去又は全社の項目に含
めた配賦不能営業費用の
金額（千円） 

300,660 259,375 585,255 
親会社本社の総務部門等管理
部門に係る費用であります。 



（１株当たり情報） 

  

（注）１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

特記事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 46.04円

１株当たり中間純損失
金額 

38.10円

  
１株当たり純資産額 50.38円

１株当たり中間純利益
金額 

0.70円

１株当たり純資産額 50.52円

１株当たり当期純損失
金額 

32.04円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日)

中間純利益又は中間（当期）純損失（△） 

（千円） 
△449,862 8,927 △393,577 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る中間純利益又は普通株式に係る

中間（当期）純損失（△）（千円） 
△449,862 8,927 △393,577 

期中平均株式数（株） 11,806,703 12,771,921 12,285,346 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
 

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   1,197,609   1,298,350 1,240,493  

２．売掛金   818,143   759,981 691,290  

３．たな卸資産   131,797   95,307 93,060  

４．短期貸付金   3,435   － －  

５．その他   124,797   93,607 109,034  

貸倒引当金   △720   △670 △610  

流動資産合計     2,275,064 58.5 2,246,577 63.7   2,133,267 61.0

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産 ※１        

(1）建物   316,055   267,051 265,354  

(2）器具及び備品   302,622   224,732 244,148  

(3）その他   1,784   734 805  

有形固定資産合計   620,462   492,519 510,309  

２．無形固定資産   29,552   25,774 27,811  

３．投資その他の資産          

(1）投資有価証券   154,494   106,491 133,569  

(2) 関係会社長期貸
付金 

  514,750   345,000 444,750  

(3）敷金保証金   609,902   548,115 579,422  

(4）その他   189,269   128,580 130,442  

貸倒引当金   △502,699   △363,923 △460,347  

投資その他の資産
合計 

  965,716   764,263 827,837  

固定資産合計     1,615,731 41.5 1,282,557 36.3   1,365,957 39.0

資産合計     3,890,796 100.0 3,529,134 100.0   3,499,225 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成18年８月31日） 
当中間会計期間末

（平成19年８月31日） 
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金   781,054   679,725 617,511  

２．短期借入金   2,000,000   500,000 500,000  

３．一年以内返済予定
長期借入金 

  －   192,000 192,000  

４．未払金   206,363   210,399 194,656  

５．未払法人税等   34,370   30,085 49,576  

６．賞与引当金   65,263   91,162 49,809  

７．その他 ※２ 126,191   144,505 107,738  

流動負債合計     3,213,243 82.6 1,847,877 52.4   1,711,291 48.9

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金    －   1,012,000 1,108,000  

２．繰延税金負債   24,016   17,482 24,683  

固定負債合計     24,016 0.6 1,029,482 29.1   1,132,683 32.4

負債合計     3,237,260 83.2 2,877,359 81.5   2,843,975 81.3

           

（純資産の部）          

Ⅰ 株主資本          

１．資本金     941,031 24.2 941,031 26.7   941,031 26.9

２．資本剰余金          

(1）資本準備金   1,029,015   1,029,015 1,029,015  

資本剰余金合計     1,029,015 26.4 1,029,015 29.1   1,029,015 29.4

３．利益剰余金          

(1）利益準備金   14,000   14,000 14,000  

(2）その他利益剰余
金 

         

繰越利益剰余金  △1,360,799   △1,352,933 △1,360,068  

利益剰余金合計    △1,346,799 △34.6 △1,338,933 △37.9  △1,346,068 △38.5

４．自己株式     △ 5,097 △0.1 △5,097 △0.1   △5,097 △0.1

株主資本合計     618,149 15.9 626,015 17.8   618,880 17.7

Ⅱ 評価・換算差額等          

１．その他有価証券評
価差額金 

    35,386 0.9 25,758 0.7   36,369 1.0

評価・換算差額等合
計 

    35,386 0.9 25,758 0.7   36,369 1.0

純資産合計     653,535 16.8 651,774 18.5   655,250 18.7

負債純資産合計     3,890,796 100.0 3,529,134 100.0   3,499,225 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     9,896,288 100.0 9,135,308 100.0   19,872,613 100.0

Ⅱ 売上原価     5,740,824 58.0 5,298,559 58.0   11,594,863 58.3

売上総利益     4,155,464 42.0 3,836,748 42.0   8,277,749 41.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,127,642 41.7 3,801,138 41.6   8,119,111 40.9

営業利益     27,822 0.3 35,610 0.4   158,638 0.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   19,920 0.2 10,070 0.1   28,637 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   32,171 0.3 46,498 0.5   89,830 0.4

経常利益又は経常
損失（△） 

    15,571 0.2 △817 △0.0   97,444 0.5

Ⅵ 特別利益 ※３   30,962 0.3 44,412 0.5   39,751 0.2

Ⅶ 特別損失 ※4.5   418,165 4.3 18,208 0.2   490,135 2.5

税引前中間純利益
又は中間（当期）
純損失（△） 

    △371,631 △3.8 25,386 0.3   △352,939 △1.8

法人税、住民税及
び事業税 

※６   21,000 0.2 18,251 0.2   38,960 0.2

中間純利益又は中
間（当期）純損失
（△） 

    △392,631 △4.0 7,135 0.1   △391,900 △2.0

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年3月1日 至 平成18年8月31日） 

  

  

 

  株主資本

  資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合 計 

資本準備金 
資本剰余金
合  計 

利 益
準備金 

そ の 他
利益剰余金 

利益剰余金
合  計 

繰  越
利益剰余金 

平成18年2月28日残高（千円） 749,031 838,215 838,215 14,000 △968,167 △954,167 △5,097 627,981

中間会計期間中の変動額    

新株の発行 192,000 190,800 190,800   382,800

中間純損失   △392,631 △392,631   △392,631

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

192,000 190,800 190,800 ― △392,631 △392,631 ― △9,831

平成18年8月31日残高（千円） 941,031 1,029,015 1,029,015 14,000 △1,360,799 △1,346,799 △5,097 618,149

  評価・換算差額等
純資産合計

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年2月28日残高（千円） 40,711 40,711 668,692

中間会計期間中の変動額  

新株の発行   382,800

中間純損失   △392,631

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△5,324 △5,324 △5,324

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△5,324 △5,324 △15,156

平成18年8月31日残高（千円） 35,386 35,386 653,535



当中間会計期間（自 平成19年3月1日 至 平成19年8月31日） 

  

  

 

  株主資本

  資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合 計 

資本準備金 
資本剰余金
合  計 

利 益
準備金 

そ の 他
利益剰余金 

利益剰余金
合  計 

繰  越
利益剰余金 

平成19年2月28日残高（千円） 941,031 1,029,015 1,029,015 14,000 △1,360,068 △1,346,068 △5,097 618,880

中間会計期間中の変動額    

中間純利益   7,135 7,135   7,135

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― ― 7,135 7,135 ― 7,135

平成19年8月31日残高（千円） 941,031 1,029,015 1,029,015 14,000 △1,352,933 △1,338,933 △5,097 626,015

  評価・換算差額等
純資産合計

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年2月28日残高（千円） 36,369 36,369 655,250

中間会計期間中の変動額  

中間純利益   7,135

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△10,611 △10,611 △10,611

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△10,611 △10,611 △3,476

平成19年8月31日残高（千円） 25,758 25,758 651,774



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年3月1日 至 平成19年2月28日） 

  

  

  

  次へ 

  株主資本

  資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合 計 

資本準備金 
資本剰余金
合  計 

利 益
準備金 

そ の 他
利益剰余金 

利益剰余金
合  計 

繰  越
利益剰余金 

平成18年2月28日残高（千円） 749,031 838,215 838,215 14,000 △968,167 △954,167 △5,097 627,981

事業年度中の変動額    

新株の発行 192,000 190,800 190,800   382,800

当期純損失   △391,900 △391,900   △391,900

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

   

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

192,000 190,800 190,800 ― △391,900 △391,900 ― △9,100

平成19年2月28日残高（千円） 941,031 1,029,015 1,029,015 14,000 △1,360,068 △1,346,068 △5,097 618,880

  評価・換算差額等 純資産合計

  その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年2月28日残高（千円） 40,711 40,711 668,692

事業年度中の変動額  

新株の発行   382,800

当期純損失   △391,900

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

△4,341 △4,341 △4,341

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△4,341 △4,341 △13,442

平成19年2月28日残高（千円） 36,369 36,369 655,250



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 当社は、平成16年2月期以降３事業年度連

続して重要な営業損失を継続して計上してお

り、当該状況から、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

 当社は、期初に策定しました「平成18年度

事業計画」を新体制の基に見直し「平成19年

2月期利益改善計画」に着手しました。①経

営体制刷新と組織変更の実施②商材の仕入コ

ストの引き下げ③包装資材費の低減④物流セ

ンターの機能点検と経費削減⑤店舗要員等の

適正化による人件費削減⑥配送形態の変更に

よる経費削減に取り組んでまいりました。具

体的な内容として①については、経営体制刷

新に基づき、平成18年8月1日付で、地域密着

型の営業体制の推進と、仕入から販売までの

マーチャンダイジング機能の一貫性を図り、

本社機能の生産性を改善する中で体制のスリ

ム化を図ることにより、それに対応した営業

推進、経営戦略等のより一層の充実を目的と

して組織変更を行いました。また、上記②か

ら⑥に関しては、早期に利益改善効果が見込

まれる具体的項目を全社的、部署横断的に平

成18年6月より順次実施することにより、確

実に改善効果が出てきております。 

 その結果、当中間会計期間におきまして

は、27百万円の営業利益を達成することがで

き、更に、通期におきましても、営業利益を

達成する見込みであり、営業赤字体質からの

脱却が図れるものと判断しております。 

 資金面におきましては、平成18年7月には

株式の第三者割当増資が実行され3億8千2百

万円の資本増強がなされました。主力取引金

融機関には、現行取引の維持継続の同意をい

ただいておりますが、利益体質への転換に

は、金利負担の軽減にも取り組んでいく必要

があることから、今後は有利子負債の低減も

検討してまいります。 

 中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響

を中間財務諸表には反映しておりません。 

   

────────── 

 当社は、前事業年度まで３期連続して営業

損失を計上しておりました。当事業年度は営

業利益を計上することができましたが、「固

定資産の減損に係る会計基準」の適用に伴い

358百万円の減損損失を計上したことによ

り、前事業年度より335百万円改善されたも

のの、391百万円の当期損失となりました。

当該状況から、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在しております。 

このような状況の中、経営体制刷新と業績

回復に向けた体制のスリム化と、それに対応

した営業推進、経営戦略等の充実を図るため

の組織変更を実施し、「平成19年２月期利益

改善計画」に着手いたしました。①経営体制

刷新と組織変更の実施②商材の仕入コストの

引き下げ③包装資材費の低減④物流センター

の機能点検と経費削減⑤店舗要員等の適正化

による人件費削減⑥配送形態の変更による経

費削減に積極的に取り組んでまいりました。

その結果、前事業年度105百万円の営業損

失、136百万円の経常損失が、当事業年度で

は、158百万円の営業利益、97百万円の経常

利益を計上することができました。 

このように当事業年度が営業利益、経常利

益を達成したことから、営業赤字体質からの

脱却が図られたものと判断しておりますが、

当該疑義を抱かせる事象、または状況の解消

に尚一層の取り組み強化を図ってまいりま

す。 

翌事業年度以降も引き続き上記施策を推進

し、さらに営業力を強化することにより、継

続して安定的に営業利益、経常利益、当期利

益を計上できるよう黒字体質への転換に取り

組んでまいります 

資金面におきましては、平成18年７月に株

式の第三者割当増資が実行され382百万円の

資本増強がなされました。また、主力取引金

融機関には、現行取引の継続維持の同意をい

ただいておりますが、利益体質の強化のため

にも金利負担の軽減も必要なことから、有利

子負債の圧縮に取り組んでおります。 

したがって、継続企業の前提に関する重要

な疑義は解消されるものと判断しておりま

す。 

財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、上記のような重要な疑義の影響を財

務諸表には反映しておりません。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

   同左 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

        

  (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2）たな卸資産 

  商品 商品 商品 

  本部商材 本部商材 本部商材 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  店舗商材 店舗商材 店舗商材 

  最終仕入原価法による原

価法 

同左 同左 

   ただし、店舗における

本部商材については、倉

庫からの最終払出原価に

より評価しております。

    

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価

法 

同左 同左 

        

        

        



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(イ）有形固定資産 （イ）有形固定資産 

  

(イ）有形固定資産 

定率法 

  

 ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）につい

ては定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

同左 同左 

  
  

建物及び構築物 ３～47年

車両運搬具 ４年

器具及び備品 ２～10年

    

  
  

  

  (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 (ロ）無形固定資産 

   自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

同左 同左 

        

  (ハ）長期前払費用 (ハ）長期前払費用 (ハ）長期前払費用 

均等償却 同左 同左 

        

３．引当金の計上基準 (イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率を基礎とした

将来の貸倒見込率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

同左 同左 

  (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 

  

  

  

  

  

 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき

当中間会計期間負担額を計上

しております。 

  

同左  従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき

当事業年度の負担額を計上し

ております。 

  

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

５.ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法  ─────── (1) ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特

例処理を採用しています。 

   特例処理の要件を満たしてい

る金利スワップについては、特

例処理を採用しています。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金の利息

  ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金の利息 

  (3) ヘッジ方針   (3) ヘッジ方針 

   当社所定の社内手続を行った

上で、借入金利息の金利変動リ

スクを回避する目的により、金

利スワップを利用しておりま

す。 

   当社所定の社内手続を行った

上で、借入金利息の金利変動リ

スクを回避する目的により、金

利スワップを利用しておりま

す。 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法   (4) ヘッジの有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、有効性

の評価を省略しております。 

   金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため、有効性

の評価を省略しております。 

   なお、中間会計期間末時点で

残高はありません。 

   なお、当事業年度末時点で残

高はありません。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

  

同左 

  

同左 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しています。 

 これにより営業利益及び経常利益が

34,318千円増加し、税引前中間純損失は、

284,664千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、

各資産の金額から直接控除しております。 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）が適用されることとなったため、同会

計基準及び同適用指針を適用しています。 

 これにより営業利益及び経常利益が

69,548千円増加し、税引前当期純損失は、

289,434千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額につきましては、

各資産の金額から直接控除しております。 

      

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

653,535千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月9日）が適用され

ることとなったため、同会計基準及び同適

用指針を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

655,250千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

  



  

表示方法の変更 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────────── （有形固定資産の減価償却の方法） ────────── 

  当中間会計期間から、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律 

平成19年3月30日 法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政令 平

成19年3月30日 政令第83号））に伴い、

平成19年4月1日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

────────── （中間貸借対照表） 

    前中間会計期間まで区分掲記していた「短期貸付金」（当中間

会計期間末の残高は2,381千円）は、金額的重要性が低くなった

ため、当中間会計期間末から流動資産の「その他」に含めて表示

することにしました。 



追加情報 

  

  

  次へ 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

────────── 「継続企業の前提に関する重要な疑義を抱か

せる事象又は状況」の解消について 

  

  ────────── 

   当社は、前々事業年度まで３期連続して

営業損失を計上しておりました。前事業年

度は営業利益を計上することができました

が、「固定資産の減損に係る会計基準」の

適用に伴い358百万円の減損損失を計上し

たこと等により、391百万円の当期純損失

となりました。当該状況から、当社は「継

続企業の前提に関する重要な疑義を抱かせ

る事象又は状況」が存在しておりました。 

 当社といたしましては、利益体質への転

換を図るため①経営体制刷新と組織変更②

商材の仕入コストの引き下げ③包装資材の

低減④物流センターの機能検討と経費削減

⑤店舗要員等の適正化による人件費の削減

⑥配送形態の変更による経費削減を実行

し、利益体質への改善を推進してまいりま

した。その結果、当中間会計期間での営業

利益は35百万円となり、前事業年度から継

続して営業利益を計上することができまし

た。これにより当社の収益構造は利益体質

への転換が達成されたものと考えており、

当中間会計期間において「継続企業の前提

に関する重要な疑義を抱かせる事象又は状

況」は解消したと判断しております。 

  従いまして、前事業年度の財務諸表に注記

しておりました「継続企業の前提に関する重

要な疑義を抱かせる事象又は状況」に関する

注記については、当中間会計期間における中

間財務諸表には注記しておりません。 

  

  



   注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

当中間会計期間末
（平成19年８月31日） 

前事業年度末 
（平成19年２月28日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,878,850千円 1,855,251千円 1,911,631千円 

※２．消費税等の取り扱い ※２．消費税等の取り扱い ※２． ────────── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、金銭的重要性が乏しいため、流動負

債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

同左   

３．当座貸越契約 ３．当座貸越契約 ３．当座貸越契約 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と当座貸越契約を締結し

ております。これら契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

  当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と当座貸越契約を締結し

ております。これら契約に基づく当中間会

計期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当社は、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行１行と当座貸越契約を締結し

ております。これら契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 
  

当座貸越極度額 2,000,000千円

借入実行残高 2,000,000千円

差引額 －千円

  
当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 －千円

当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 －千円



（中間損益計算書関係） 

  
 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１．営業外収益のうち主要なものは次の

とおりであります。 

※１．営業外収益のうち主要なものは次の

とおりであります。 

※１．営業外収益のうち主要なものは次のと

おりであります。 
  

  

受取利息 4,566千円 

受取配当金 1,451千円 

  

  

受取利息 4,174千円 

受取配当金 1,151千円 

受取利息 9,266千円 

受取配当金 1,801千円 

手数料収入 8,800千円 

保険解約益 6,310千円 

※２．営業外費用のうち主要なものは次の

とおりであります。 

※２．営業外費用のうち主要なものは次の

とおりであります。 

※２．営業外費用のうち主要なものは次のと

おりであります。 
  

支払利息 25,510千円 

投資有価証券運用損 3,866千円 

株式交付費 2,700千円 

  
支払利息 32,609千円 

投資有価証券運用損 9,033千円 
  

支払利息 61,357千円 

投資有価証券運用損 24,361千円 

株式交付費 2,700千円 

※３．特別利益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※３．特別利益のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※３．特別利益のうち主要なものは次のとお

りであります。 
  

  

賞与引当金戻入益 24,414千円 

過年度法定福利費 6,501千円 

  

  

貸倒引当金戻入益 44,412千円 

    

賞与引当金戻入益  24,414千円 

過年度法定福利費 6,501千円 

過年度店舗使用料等 6,960千円 

※４．特別損失のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※４．特別損失のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※４．特別損失のうち主要なものは次のとお

りであります。 
  

  

固定資産除却損 11,760千円

貸倒引当金繰入額 12,624千円

店舗撤退損 70,496千円

減損損失 318,983千円

  

  

固定資産除却損 4,521千円

関係会社整理損 1,528千円

リース解約損 2,778千円

減損損失 8,118千円

固定資産除却損 12,734千円

貸倒引当金繰入額 15,701千円

店舗撤退損 92,891千円

減損損失 358,983千円

   

   

   



  

 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 ※５．減損損失  ※５．減損損失  ※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上いた

しました。 

 当中間会計期間において、当社は以下の

資産グループについて減損損失を計上いた

しました。 

 当事業年度において、当社は以下の資産

グループについて減損損失を計上いたしま

した。 
  

用途 種類 地域 

店舗 建物 

器具及び備

品 

長期前払費

用 

関東地区 15店舗

東海地区  4店舗

中京地区  3店舗

関西地区 12店舗

中四国地区 4店舗

遊休資産 建物 

器具及び備

品 

関東地区  2箇所

  

  

用途 種類 地域 

店舗 器具及び備

品 

電話加入権 

関東地区 15店舗

東海地区  5店舗

中京地区  3店舗

関西地区  8店舗

中四国地区 4店舗

用途 種類 地域 

店舗 建物 

器具及び備

品 

長期前払費

用 

関東地区 16店舗

東海地区  4店舗

中京地区  3店舗

関西地区12店舗他

中四国地区 4店舗

遊休資産 建物 

器具及び備

品 

関東地区  2箇所

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として店舗を基本単位として、また遊

休資産については物件単位毎にグルーピング

しております。 

 理由として、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスであることから、また、遊休

資産については今後の活用の目途がないこと

から帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該

減少額を減損損失（318,983千円）として特

別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、建物167,915千円、器具及び

備品145,161、長期前払費用5,907千円であり

ます。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は

正味売却可能価額または使用価値により測定

しており、正味売却可能価額は主に減価償却

計算によって用いられている残存価値を基

に、使用価値については将来キャッシュ・フ

ローを3.647％で割り引いて算定しておりま

す。 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として店舗を基本単位として、また遊

休資産については物件単位毎にグルーピング

しております。 

 理由として、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスであることから、帳簿価格を

回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損

失（8,118千円）として特別損失に計上いた

しました。 

 その内訳は、器具及び備品5,682千円、電

話加入権2,436千円であります。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は

正味売却可能価額は使用価値により測定して

おりますが、将来キャッシュ・フローはマイ

ナスであるため、割引計算は行っておりませ

ん。 

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として店舗を基本単位として、また遊

休資産については物件単位毎にグルーピング

しております。 

 理由として、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスであることから、また、遊休

資産については今後の活用の目途がないこと

から帳簿価格を回収可能額まで減額し、当該

減少額を減損損失（358,983千円）として特

別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、建物189,454千円、器具及び

備品160,806千円、長期前払費用8,721千円で

あります。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額は

正味売却可能価額または使用価値により測定

しており、正味売却可能価額は主に減価償却

計算によって用いられている残存価値を基

に、使用価値については将来キャッシュ・フ

ローを3.647％で割り引いて算定しておりま

す。 

 ※６．当中間会計期間における税金費用に

つきましては、簡便法による税効果会計

を適用しているため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業税」に含めて

表示しております。 

 ※６．     同左  ※６. ────────── 

 ７．減価償却実施額  ７．減価償却実施額 ７．減価償却実施額 
  

有形固定資産 88,152千円 

無形固定資産 2,660千円 

  
有形固定資産 62,194千円 

無形固定資産 1,541千円 

有形固定資産 174,175千円 

無形固定資産 4,402千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

前事業年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加株
式数（株） 

当中間会計期間減少株
式数（株） 

当中間会計期間末株式
数（株） 

普通株式 7,359 － － 7,359

合計 7,359 － － 7,359

  
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加株
式数（株） 

当中間会計期間減少株
式数（株） 

当中間会計期間末株式
数（株） 

普通株式 7,359 － － 7,359

合計 7,359 － － 7,359

  
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式数

（株） 
当事業年度減少株式数

（株） 
当事業年度末株式数

（株） 

普通株式 7,359 － － 7,359

合計 7,359 － － 7,359



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 

53,827 25,416 28,411

合計 53,827 25,416 28,411

  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

車両運
搬具 

23,351 14,583 8,767

合計 23,351 14,583 8,767

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運
搬具 

42,328 24,679 17,649

合計 42,328 24,679 17,649

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 8,120千円

１年超 15,070千円

合計 23,190千円

  
１年内 3,595千円

１年超 2,005千円

合計 5,600千円

１年内 6,157千円

１年超 7,323千円

合計 13,480千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 
  

支払リース料 4,083千円

減価償却費相当額 4,150千円

支払利息相当額 431千円

  
支払リース料 2,034千円

減価償却費相当額 1,999千円

支払利息相当額 108千円
  

支払リース料 7,440千円

減価償却費相当額 7,517千円

支払利息相当額 727千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 

 （減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

  

 （注） １株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

当中間会計期間
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日） 

  
１株当たり純資産額 51.17円

１株当たり中間純損失金額 33.25円

 
１株当たり純資産額 51.03円

１株当たり中間純利益金額 0.56円

１株当たり純資産額 51.30円

１株当たり当期純損失金額 31.90円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、１株当たり中間純損

失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、１株当たり当期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月１日 
至 平成19年２月28日) 

中間純利益又は中間（当期）純損失（△） 

（千円） 
△392,631 7,135 △391,900 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間純利益又は普通株式に係る

中間（当期）純損失（△）（千円） 
△392,631 7,135 △391,300 

期中平均株式数（株） 11,806,703 12,771,921 12,285,346 



(2）【その他】 

特記事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書（会社の機関の基本説明）の訂正報告書 

平成19年４月11日関東財務局長に提出 

 平成18年５月31日提出の事業年度（第21期）(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)有価証券報告書の訂正報告書に係

る有価証券報告書の訂正報告書であります。 

  

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第22期）（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日）平成19年５月25日関東財務局長に提出 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１１月２２日

株式会社魚喜     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉野 保則  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大和 哲夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社魚喜の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

３月１日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社魚喜及び連結子会社の平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは、過去３連結会計年度及び当中間連結会計期間連

続して重要な営業損失を継続的に計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に

対する経営計画等は当該注記に記載されている。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映していない。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社グループは、当中間連結会計

期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成してい

る。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１１月２９日

株式会社魚喜     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉野 保則  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 義則  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大和 哲夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社魚喜の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年３月１日から平成１９年８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社魚喜及び連結子会社の平成１９年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年３月１日から平成１９年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１１月２２日

株式会社魚喜     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉野 保則  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大和 哲夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社魚喜の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第２２期事業年度の中間会計期間（平成１８年

３月１日から平成１８年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社魚喜の平成１８年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は、過去３事業年度連続して重要な営業損失を継続的に計上

しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表に

は反映していない。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１１月２９日

株式会社魚喜     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 吉野 保則  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鈴木 義則  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大和 哲夫  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社魚喜の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第２３期事業年度の中間会計期間

（平成１９年３月１日から平成１９年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社魚喜の平成１９年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

３月１日から平成１９年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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